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【 支援制度一覧（その１）】
　内　　容　

地震により住宅に被害を受けた方に、見舞金
が支給されます。
・全壊（５割以上の損壊）　５万円
・半壊以上（２割以上５割未満の損壊）   ３万円
・一部損壊（２割未満の損壊）　１万円

１世帯原則 10 万円以内
（世帯員が４人以上のときは 20 万円以内）
※保証人は必要なし

生活保護住宅扶助基準額を上限として、家賃
額を貸主に直接支払います。（原則６カ月）
（収入によっては一部支給となります）
　例　大田原市単身：月額 32,200 円上限

住む場所、世帯人数、収入などにより生活保
護費が決定されます。
（活用できる資産は活用していただくことに
なります。）
農漁業経営に必要な運転資金を融資します。
（施設整備・機械購入等には対象外）
・貸付限度額　500 万円
・貸付期間　　３年以内
・貸付金利　　無利子
給付額は、離職の日の直前６カ月間に支払わ
れた賃金の合計額を 180 日で割った額のお
よそ4.5 割から８割となります。
（年齢ごとに給付額の下限と上限を定めてい
ます。）
給付日数は、被保険者であった期間（算定基
礎期間）・年齢・離職理由により決定されま
す。

　
　
　
　

生
活
一
般

　必要な書類など　
・り災証明書
   （半壊以上の場合に必
   要、写しでも可）
・写真等
・身分証明書
・預・貯金通帳
※写真は、住宅全体の写
　真と住宅の被害を受け
　た部分の写真が必要
担当課に相談してください

担当課に相談してください

担当課に相談してください

担当課に相談してください

・休業票または離職票
・身分証明書
・印鑑

　対象者　
市内に住民登録さ
れている方
　
　
　
　
　
　
　
今回の震災で被災
された方
（他県から避難され
た方は、災害救助法
適用地域に住んでい
た方）
平成 19 年 10 月１日
以降離職（震災によ
り離職された場合も
含む）し、住居を喪
失しまたは喪失する
おそれがあり、就労
意欲がある方で、一
定の収入要件など
に該当している方
生活に困窮した方
（世帯）で、収入が国
で定める最低生活
基準を下回る方
農漁業生産物が出
荷停止や風評被害
などにより損失を受
けた農漁業者

雇用保険に６カ月
以上加入しているな
どの要件を満たす
被保険者で、震災に
より直接被害を受け
た事業所が休止・
廃止したために休
業または一時的な
離職をした方

種類または
名称

災害見舞金

緊急小口資金
（特例貸付）

住宅手当

生活保護

が ん ばろう
”とちぎの農
業”緊急支援
資金

雇用保険

担当課・
連作先

福祉課社会福祉係
　　(23)8707
 

社会福祉協議会
　　(23)1130

福祉課生活福祉係
　　(23)8637

福祉課生活福祉係
　　(23)8637

農政課農産園芸係
　　(23)8292

ハローワーク大
田原
大田原公共職業
安定所
　　(22)2268

　３月11日に発生した東日本大震災で被災された多くの方々に、謹んでお見舞いを申し上げます。
　この震災では、市内でも多くの家屋が半壊・損壊するなどの被害が発生しました。
　市などでは、被災された市民の皆さまの生活・産業基盤の回復に向けてさまざまな支援制度を実施してい
ますのでお知らせします。制度の内容などについては、各担当課へお問い合わせください。

東日本大震災で被災された方への支援制度東日本大震災で被災された方への支援制度

（４月 20 日現在）

　後日郵送します。
 ・ 被害状況が基準に満たない場合、証明書が発行できない
　場合がありますので、ご了承ください。
 ・ 複数枚必要な場合は、お申し出ください。
 ・ り災証明書の申請・問い合わせ先は、税務課税制係（南別
　館２階、　　（２３）８７８５）です。

● り災証明書
 ・ 各種支援制度をご利用になる場合は、担当課にご相談し
　てから、り災証明を申請してください。
 ・ り災証明の申請には、「被害状況が分かる写真」が必要と
　なりますので、お持ちください。
 ・ り災証明書の発行には時間がかかる場合もありますので、
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【 支援制度一覧（その２）】
　内　　容　

地震により住宅に著しい被害を受けた世帯
に対し、生活を再建するために支援金が給付
されます。

３カ月間は家賃無料、敷金なしで最大で１年
間入居可能。
（ただし、３カ月経過後は、最低家賃を徴収す
  る。）
※部屋の空き状況については申請の際にお
　問い合わせください。
地方税法および大田原市税条例などにより、
実態に応じて減免します。

４月指針および５月指針において、前回数量
を上回った水道使用者は前回指針数量を、下
回った場合は下回った数量を使用水量としま
す。
また、前回指針がないもの（新規開栓者）につ
いては、基本水量を使用水量とします。
受益者負担金の徴収を、１年以内を限度とし
て猶予します。

被災前と被災後の階層に係る保育料の額の
差額を減免します。また、１年以内の期間に
限って徴収を猶予します。

自己負担額（１割）を減額または免除します。

自己負担額（１割）の支払いを５月末まで猶
予または免除します。

前年の合計所得金額２区分、損害の程度２
区分により減免します。

　　　
　

住
宅
関
係

減
免
な
ど

　必要な書類など　
担当課に相談してください
　

・申請書誓約書
　（建築住宅課窓口備え
　付け）
・り災証明書
　（写しでも可）
・印鑑
・市税減免申請書
・り災証明書

担当課に相談してください

・徴収猶予申請書
　（下水道課備え付け）
・り災証明書
　（写しでも可）

・保育料減免・猶予申請
   書

担当課に相談してください

担当課に相談してください

・介護保険料減免申請書
・り災証明書
　（写しでも可）

　対象者　
住宅が全壊、大規模
半壊または半壊以
上で家を解体せざる
を得ない方
居住していた住宅が
使用不能となった方

所有する家屋または
土地に著しい被害
（半壊以上）を受け
た方
　
　
　
　

公共下水道の受益
者負担金を納める
方の中で、震災・風
水害・その他の災
害を受けた方
扶養義務者の所有
に係る住宅または家
財に受けた損害金
額が、その住宅また
は 家 財 の 価 格 の
100 分の 30 以上で
ある方
本人または生計主
が住宅に著しい損
害（半壊以上）を受
けた方
・災害救助法適用地
  域（大田原市は該
  当）に住所を有す
  る方
・本人または生計主
  が住宅に著しい損
  害（半壊以上）を受
  けた方
（県外からの避難者
  にも適用）
第１号被保険者ま
たはその属する世
帯の主たる生計維
持者の所有に係る
住宅に受けた損害
金額（保険金等によ
り補てんされるべき
金額を控除した額）
がその住宅の価格
の 20％以上の方

種類または
名称

被災者生活再
建支援制度

市営住宅の提
供

固定資産税の
減免

水道料金の軽
減措置

公共下水道受
益者負担金の
徴収猶予

保育料の減免

介護サービス
利用者負担額
減額または免
除
介護サービス
利用料の支払
い猶予または
免除

介護保険料の
災害に係る減
免

担当課・
連絡先

総務課総務防災係
　　(23)1111

建築住宅課住宅係
　　(23)8724

税務課資産税係
　　(23)8726

水道課管理係
　　(23)8713
 

下水道課管理係
　　(23)8712

こども課保育係
　　(23)8769

高齢いきがい課
介護管理係
　　(23)8678

高齢いきがい課
介護管理係
　　(23)8678

国保年金課賦課係
　　(23)8792
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【 支援制度一覧（その３）】
　内　　容　

前年の合計所得金額３区分、損害の程度２
区分により減免します。

被災された人の平成 23 年５月診療分までの
医療費の支払いが猶予または免除されます。
被保険者証なしでも受診できます。

前年の合計所得金額３区分、損害の程度２
区分により減免します。
（栃木県後期高齢者医療広域連合長が減免
を決定します。）

納付できないと認められる金額を限度とし１
年以内の期限に限ってその徴収を猶予しま
す。

納付できないと認められる金額を限度とし６
カ月以内の期限に限ってその徴収を猶予しま
す。
（栃木県後期高齢者医療広域連合長が徴収
猶予を決定します。）

指定された業種に属し、売上高の減少等につ
いて、大田原市長の認定を受けた中小企業
が対象です。
保証限度無担保８千万円、最大２億８千万
円
一般保証と別枠。災害関係保証と同枠。融資
額の全額を保証します。
東北地方太平洋沖地震により被災した県制
度融資利用企業の返済負担の軽減を図るた
め、融資期間を延長します。

　　　
　

減
免
な
ど

企
業
支
援

種類または
名称

国民健康保険
税の災害に係
る減免

国民健康保険
または後期高
齢者医療制度
加入者の医療
費の猶予また
は免除
後期高齢者医
療保険料の災
害に係る減免

介護保険料の
災害に係る徴
収猶予

後期高齢者医
療保険料の災
害に係る徴収
猶予

中小企業向け
資金繰り支援
策（セーフテ
ィネット保証）
（5号）

県制度融資の
融資期間延長

　必要な書類など　
・国民健康保険税減免申
  請書
・り災証明書
　（写しでも可）

氏名、生年月日、加入して
いる医療保険、連絡先な
どを医療機関に申し出て
受診できます。

・後期高齢者医療保険料
  減免申請書
・り災証明書
　（書類は広域連合長に
　申達）

・介護保険料徴収猶予申
  請書
・り災証明書
　（写しでも可）

・後期高齢者医療保険料
   徴収猶予申請書
・り災証明書
　（書類は広域連合長に
　申達）

・認定申請書等

・り災証明書または営業
  状況調書等

　対象者　
納税義務者および
その世帯に属する
被保険者の所有に
係る住宅または家
財に受けた損害金
額（保険金等により
補てんされるべき金
額を控除した額）が
その住宅または家
財の価格の 30％以
上であり、前年中の
合 計 所 得 金 額 が
600 万円以下の世
帯
住宅に被害（全半
壊）を受けたまたは
主たる生計維持者
が重篤な傷病を負
われた方

被保険者またはそ
の属する世帯の世
帯主の前年中の合
計所得金額が 1,000
万円以下であり、住
宅、家財等の財産が
受けた損害金額（保
険金等により補てん
されるべき金額を控
除した額）が前年中
の合計所得金額の
30％以上の方
第１号被保険者ま
たはその属する世
帯の主たる生計維
持者の所有に係る
住宅、家財等の財産
について著しい損害
を受けた方
被保険者またはそ
の属する世帯の世
帯主の所有に係る
住宅、家財等の財産
について著しい損害
を受け、生活が著し
く困難となった方

担当課・
連絡先

国保年金課賦課係
　　(23)8792

国保年金課国保医
療係
　　(23)8857

国保年金課賦課係
　　(23)8792

収納対策課徴収
対策係
　　(23)8639

収納対策課徴収
対策係
　　(23)8639

商工観光課商業振
興係
　　(23)8709

商工観光課商業振
興係
　　(23)8709
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自
然
災
害
に
よ
り
家
屋
が
破
損
し
た
場

合
、
そ
の
程
度
を
認
定
基
準
に
基
づ
き
判

定
し
、「
全
壊
」、「
大
規
模
半
壊
」、「
半
壊
」、

「
一
部
損
壊
」の
い
ず
れ
か
の
認
定
結
果
を

市
が
証
明
す
る
も
の
で
す
。

　

被
害
の
程
度
に
応
じ
て
各
種
支
援
制
度

な
ど
を
ご
利
用
に
な
る
際
に
は
、
多
く
の

場
合
、
こ
の
証
明
書
の
提
出
を
求
め
ら
れ

ま
す
。
こ
の
た
め
、
市
で
は
証
明
の
発
行

を
行
う
た
め
、
被
害
認
定
調
査
を
行
っ
て

い
ま
す
。

　

申
請
に
は
「
被
害
状
況
が
分
か
る
写
真
」

が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、
お
持
ち
く
だ

さ
い
。
な
お
、
り
災
証
明
書
の
発
行
に
は

時
間
が
か
か
り
ま
の
で
、
申
請
を
受
け
て

そ
の
場
で
の
発
行
は
で
き
ま
せ
ん
。
後
日

郵
送
し
ま
す
。

　

ま
た
、
被
害
状
況
が
基
準
に
満
た
な
い

場
合
、
証
明
書
が
発
行
で
き
な
い
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

●
申
請
期
限

　

５
月
31
日（
火
）　

午
後
５
時
15
分
ま
で

※
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
か
か
わ
る

　

り
災
証
明
の
場
合

　
「
自
然
災
害
に
よ
り
家
財
な
ど
に
被
害

が
あ
っ
た
こ
と
を
市
に
申
し
出
た
こ
と
」

を
証
明
す
る
も
の
で
す
。

　

家
財
道
具
や
電
化
製
品
な
ど
の
保
険
金

の
請
求
で
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

4
月
11
日
、
紫
塚
浄
水
場
な
ど
市
内
5

カ
所
の
地
下
水
の
蛇
口
水
を
調
査
し
ま
し

た
が
、
放
射
性
ヨ
ウ
素
お
よ
び
放
射
性
セ

シ
ウ
ム
と
も
検
出
限
界
以
下
で
し
た
。

　

詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

●
採
取
場
所

　

紫
塚
浄
水
場
、
狭
原
浄
水
場
、
北
野
上

　

浄
水
場
、
片
田
浄
水
場
、
桧
沢
浄
水
場

●
水
源
、
採
取
種
類　

地
下
水
、
蛇
口
水

●
測
定
結
果

　

放
射
性
ヨ
ウ
素
１
３
１
、
放
射
性
セ
シ
ウ

　

ム
１
３
４
、
放
射
性
セ
シ
ウ
ム
１
３
７

　

は
す
べ
て
検
出
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

な
お
、
検
出
下
限
値
は
、
ヨ
ウ
素
１
３

　

１
は
11
ベ
ク
レ
ル
／
kg
未
満
、
セ
シ
ウ

　

ム
１
３
４
は
９
ベ
ク
レ
ル
／
kg
未
満
、

　

セ
シ
ウ
ム
１
３
７
は
７
ベ
ク
レ
ル
／
kg

　

未
満
で
す
。

※
暫
定
基
準
値

・
放
射
性
ヨ
ウ
素
１
３
１

　

３
０
０
ベ
ク
レ
ル
／
kg
（
乳
児
１
０
０

　

／
kg 

）

・
放
射
性
セ
シ
ウ
ム
１
３
４
・
１
３
７

　

２
０
０
ベ
ク
レ
ル
／
kg

■
問
い
合
わ
せ

　

水
道
課
管
理
係

　
　
　
（
２
３
）８
７
１
３

　
　
　

 http://w
w
w
.city.ohtaw

ara.

　
　
　

 tochigi.jp

　

栃
木
県
内（
那
須
管
内
含
む
）の
水
田
土

壌
中
の
放
射
性
セ
シ
ウ
ム
調
査
結
果
が
出

ま
し
た
。

　

栃
木
県
が
行
っ
た
調
査
で
は
、
す
べ
て

の
土
壌
サ
ン
プ
ル
に
お
い
て
土
壌
中
放
射

性
セ
シ
ウ
ム
濃
度
が
上
限
値
の
５
０
０
０

ベ
ク
レ
ル
／
kg
を
下
回
っ
て
い
ま
し
た
。

　

水
稲
生
産
者
の
皆
さ
ま
は
、
こ
れ
ま
で

ど
お
り
安
心
し
て
田
植
え
作
業
を
進
め
て

く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ

　

栃
木
県
那
須
農
業
振
興
事
務
所

　
　
　
（
2
3
）2
1
5
1

　

市
農
政
課
農
産
園
芸
係

　
　
　
（
２
３
）８
２
９
２

　

平
成
23
年
４
月
か
ら
実
施
を
予
定
し
て

お
り
ま
し
た
学
校
給
食
費
の
無
料
化
は
、

こ
の
た
び
の
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
学
校

施
設
な
ど
が
被
害
を
受
け
た
こ
と
か
ら
、

見
直
し
を
行
い
、
児
童
・
生
徒
一
人
月
額

２
０
０
０
円
の
補
助
と
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。
給
食
費
助
成
の
減
額
分
は
被
害

を
受
け
た
小
・
中
学
校
の
復
旧
に
充
て
ま

す
。

　

保
護
者
の
方
に
は
、
児
童
（
小
学
生
）

一
人
月
額
２
１
０
０
円
、
生
徒（
中
学
生
）

一
人
月
額
２
８
０
０
円
の
給
食
費
を
ご
負

担
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
何

と
ぞ
、
ご
理
解
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
お
願

い
い
た
し
ま
す
。

　

な
お
、
大
田
原
市
立
学
校
以
外
の
小
中

学
校
に
通
学
す
る
児
童
・
生
徒
の
保
護
者

で
学
校
給
食
費
を
負
担
し
て
い
る
方
に
も
、

児
童
・
生
徒
一
人
月
額
２
０
０
０
円
を
上

限
と
し
て
補
助
し
ま
す
の
で
、
市
か
ら
送

付
さ
れ
る
補
助
金
交
付
申
請
書
に
必
要
な

書
類
を
添
え
て
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
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り
災
証
明
・
被
災
申
出
証
明

り
災
証
明

被
災
申
出
証
明

  名　称

り災証明
　
　
　
　
　
　
被災申出
証明

　申請できる方

・り災された本人
・同居の親族
・使用者
　
　
　
　
・被災された本人

申請先・問い合わせ

税務課税制係
（南別館２階）
　　　(23)8785
　
　
　
　
総務課総務防災係
（総合文化会館1階）
　　　(23)1111

※ り災証明については、原則として復旧後の証明はできません。

　　  申請に必要なもの

・り災証明願 （窓口備え付け）
・被害状況が分かる写真
　（屋根瓦のずれ、柱・床・天
　   井のゆがみ、外壁・内壁・
　   基礎のひび割れなど）
・身分証明書 （運転免許証等）
・印鑑
・印鑑

学
校
給
食
費
無
料
化
の
見
直
し

水
田
土
壌
中
の
放
射
性
セ
シ
ウ
ム

調
査
結
果

水
道
水
の
水
中
放
射
性
物
質
濃
度

測
定
結
果
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